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名古屋高速道路公社  2025 年 8 月 4 日 

 

ソーシャル・ファイナンス・フレームワーク サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト:森安 圭介 

  

格付投資情報センター（R&I）は、名古屋高速道路公社のソーシャル・ファイナンス・フレームワーク（2025 年 8

月策定）が以下の原則に適合していることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

■資金使途 

事業区分 対象プロジェクト 対象となる人々 

手ごろな価格の基本的

インフラ設備 
高速道路の新規建設(新設)・改良工事(改築)等 

名古屋高速道路のお客様と

名古屋都市圏の生活者を含

む「一般の人々」および維持

メンテナンスの従事者 

（災害発生時にはその中でも

特に「自然災害の罹災者を

含む弱者グループ」が対象） 

 
1. 資金調達者の概要 

 名古屋高速道路公社（以下、公社）は、高度経済成長期の急速なモータリゼーションの進展を背景に、名古

屋市及びその周辺の地域において交通の円滑化による住民の福祉の増進と産業経済の発展に寄与するこ

とを目的とし、地方道路公社法（以下、公社法）に基づく全国初の地方道路公社として、愛知県と名古屋市

により 1970 年 9 月に設立された。公社の運営上重要な事項については、公社法及び道路整備特別措置法

（以下、特措法）に基づき国・愛知県・名古屋市の許認可等及び財政的支援を受けその事業を遂行している。 

 名古屋高速道路は、上記を目的に整備されるもので、1979 年の大高線の開通を皮切りに、順次区間を延

伸し 2013 年 11 月には東海線の開通により全長 81.2 ㎞のネットワークが形成され、名古屋都市圏の人々

の暮らしや産業を支える極めて重要な役割を担ってきた。 

 

ソーシャルボンド原則（2025、ICMA） 

ソーシャルローン原則（2025、LMA 等） 

ソーシャルボンドガイドライン（2021、金融庁） 
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2. 調達資金の使途 

調達資金の使途として示された対象プロジェクトは、対象となる人々に対し、明確な社会的効果をもたらす。調

達資金の使途は適切である。 

(1) 対象プロジェクト・対象となる人々 

 定款にて規定される道路の整備に関する基本計画に定められた指定都市高速道路1の新設、改築、維持、

修繕、及び道路法第 13 条第 1 項に規定する災害復旧その他の管理からなる公社の高速道路事業を対象

事業とし、調達した資金は高速道路の新規建設(新設)・改良工事(改築)等に係るファイナンスまたはリファイ

ナンスに充当を予定している。具体的な資金使途については次頁の表を参照。なお、整備される高速道路

等の耐用年数や社会的効果の期間を踏まえ、リファイナンスに係るルックバック期間の定めはなくても特段問

題ないと R&I は判断した。 

 公社は高速道路株式会社とは異なり高速道路の建設・維持・管理に際して上下分離方式2ではなく、公社が

建設のための債務の借入から建設、通行料金を原資とした維持・管理・債務の返済を行う。公社の場合、債

券による調達資金は高速道路の新設・改築のみに充当され、維持・管理費用は通行料金より支払われる。

高速道路は新設・改築されただけでは社会的な便益を生むことはなく、維持・管理まで含めた高速道路事業

として運営されることが必要である。本件の対象事業は高速道路事業であり、これに合致したものである。 

 設立当初は、名古屋市及びその周辺都市における人口の増加と自動車保有台数の増加による自動車交通

の悪化が問題として認識されていた。特に郊外から名古屋市への流出入交通量が増加し、激しい交通渋滞

を引き起こしていた。主な原因として名古屋市の道路率3は東京都区部や大阪市と同水準の約 11%（1968 

年）に留まっていたことである。これを解決するべく都市高速道路の建設が行われた。環状線と放射状へ延

びる路線により構成される都市高速道路網は、東名高速道路、中央自動車道、名神高速道路、東名阪自

動車道、伊勢湾岸自動車道等と接続することで、名古屋市とその周辺地域における役割だけでなく、日本の

高速道路網の一部としての役割が現在では加わっている。 

 社会的な便益の受益層（対象となる人々）としては、名古屋高速道路のお客様と名古屋都市圏の生活者を

含む「一般の人々」が挙げられ、災害発生時にはその中でも特に「自然災害の罹災者を含む弱者グループ」

が対象となる。加えて、建設・維持管理における AI、ICT 等の新技術の導入・活用に向けた技術開発は、高

速道路の維持メンテナンスの従事者にも便益をもたらすと考えられる。 

(2) 社会的効果 

 対象事業は、公社の高速道路事業は愛知県または名古屋市が策定した都市計画を始め、愛知県及び名古

屋市の同意や国土交通大臣の許認可が必要な基本計画、整備計画に従って行われる。都市計画が立案

又は変更される際には、名古屋都市圏における経済活動の広域化・交流人口の拡大などの課題認識を見る

ことができる。また、国の計画である「インフラ長寿命化基本計画」や「国土強靭化基本計画」、「交通安全基

本計画」において道路構造物の高齢化や巨大地震リスクの高まりと気象災害の激甚化などの課題認識を確

                                                      
1 次の二つの要件に適合する道路のみで道路網が構成されている。（道路整備特別措置法第 12 条第 1 項）「政令で指定する

人口五十万以上の市の区域及びその周辺の地域に存すること。」「道路法第 48 条の 2 第 1 項の規定による指定を受けた自動

車のみの一般交通の用に供する道路で都市計画において定められたものであること。」 
2 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下、機構）と高速道路株式会社における高速道路事業の方式。高速道路

の建設・維持・管理を高速道路株式会社が担い、機構が高速道路資産の利用料から債務の返済を行うもの 
3 道路面積÷行政面積×100 
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認することができる。対象事業は、国・県・市が認識する社会的課題に対応するものであり、次表に示したとお

り、公社を取り巻く社会的課題のもとで実施され、それぞれ該当する社会改善効果を有している。 

 

公社を取り巻く 

社会的課題 

公社における 

取り組み方針 
取り組みの概要 社会改善効果 

 安全・安心に対する

社会的要請 

 お客様ニーズの高度

化・多様化 

インフラ長寿命化

と災害への対応 

■ 構造物の長寿命化対策の強化 

– 大規模修繕工事の着実な推進 

– 大規模修繕工事対象路線以外の路

線における、計画的な維持補修 

– 電気設備、機械設備及び建築物等の

計画的な補修・更新 

– 点検計画に基づく着実な点検の実施 

– 舗装、伸縮装置、照明等の補修工事

（リフレッシュ工事）の実施 

■ 震災対策の強化 

– 災害対応力の向上 

■ 降雪・積雪対策の強化 

– 雪氷作業の効率化 

高速道路機能の維持

（長期的な構造物の健

全性の確保） 

安全・安心な道路

空間の実現 

■ 交通安全対策の強化 

– 交通安全対策の継続的な実施 

■ 逆走・誤進入対策の強化 

– 逆走・誤進入対策の実施・効果検証 

交通安全確保 

（交通事故・死亡事故

の削減、逆走・誤進入

による事故の防止） 

快適な走行空間

の実現 

■ 渋滞対策の推進 

– 継続的な渋滞対策の実施 

快適走行性の向上 

（渋滞緩和・ドライバー

のストレスゼロ） 

 経済活動の広域化・

交流人口拡大 

 日本中央回廊の形

成 

 

道路ネットワーク

の充実 

■ 名古屋駅周辺交通基盤整備方針（名

古屋市策定）などに基づく、都心アクセ

ス事業の推進 

– 新洲崎出入口・新黄金出入口の設置 

– 栄出入口の設置、丸田町 JCT への西

渡り線・南渡り線の追加 

– 名岐道路の早期整備 

利便性向上及び地域

活性化 

（移動時間の最小化・

渋滞緩和・交流圏の拡

大） 

次世代に向けた

技術開発に貢献 

■ CASE に対応した道路づくり 

– 路車協調に向けた取り組み 

利便性向上及び地域

活性化 
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■ 建設・維持管理における AI、ICT 等の

新技術の導入・活用 

（自動運転技術による

輸送効率の改善、AI、

ICT の活用による建設・

維持管理の効率化と

技術者不足への対応） 

 

＜SDGs への貢献＞ 

 対象プロジェクトは以下の関連する SDGs に貢献すると考えられる。 

取り組み方針 関連する SDGs 

インフラ長寿命化と

災害への対応 

適切な維持管理により将来にわたって使い続

けることができ災害時には緊急輸送道路とし

て地域の迅速な応急活動や復旧を支援する  

安全・安心な道路空

間の実現 

事故の心配や運転操作の不安がなく 

安全に通行できる空間を提供する 

 

快適な走行空間の

実現 

高速道路としての定時性・速達性を発揮し 

だれでもスムーズに走行できる空間を確保す

る  

ゆとりや楽しさの実現 観光・レジャー向けサービスの提供によりお客

様にゆとりや楽しさを提供する 

 

道路ネットワークの充

実 

リニア中央新幹線開業の波及効果を最大限

に活かすためのネットワークを強化する 

 

次世代に向けた技術

開発に貢献 

自動運転を始めとする CASE や建設・維持管

理における AI・ICT 等の新技術の導入を促進

する  

持続可能な社会づく

りへの貢献 

消費エネルギーの削減や再生可能エネルギ

ーの活用を推進することで地域環境に優しい 

持続可能な社会づくりに貢献する  
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地域社会への貢献 沿線地域やまちづくりと連携し地域の活性化

や発展に貢献する 

 

経営基盤の強化 安定した財務基盤の維持や生産性の向上に

よる健全な経営を推進し着実な償還を実施

する  

人材確保・人材育成 多様で高い技術力を持つ人材の確保・育成

とポテンシャルを最大限発揮できる環境を形

成する  

 

 

 

3. プロジェクトの評価及び選定のプロセス 

社会面での目標、規準、プロジェクトの評価・選定のプロセス、環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロ

セスが示されている。プロセスは、環境・社会に配慮したプロジェクトを選定するように定められている。評価・選定

のプロセスは適切である。 

(1) 社会面での目標 

 定款にあるように、公社は指定都市高速道路の新設、改築、維持、修繕その他の管理を総合的かつ効率的

に行うこと等により、この地域の地方的な幹線道路の整備を促進して交通の円滑化を図り、住民の福祉の増

進と産業経済の発展に寄与することを目的としている。 

 公社は 2035 年度を目標年度とし、さらにその先を見据えた「名古屋高速道路 長期ビジョン 2035」(以下

「長期ビジョン」)を策定するとともに、「中期経営計画（2025-2027）」（以下「中期経営計画」）ではこれまで

の取り組みを継続・発展させつつ長期ビジョンの具体化を推進していく。「安全」「安心」「快適」な道路サービ

スを提供し、名古屋都市圏に不可欠な社会基盤を支えるこれらの取り組みを、ファイナンスを通じて推進して

いく。  
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[出所：名古屋高速道路公社 長期ビジョン 2035] 

 

(2) 規準 

■ 高速道路の新規建設(新設) ・改良工事(改築) 

 公社の事業実施にあたっては、都市計画、基本計画及び整備計画を策定する必要がある。都市計画は、愛

知県又は名古屋市が決定する。地方道路公社が建設する指定都市高速道路は、特措法に基づき、都市計

画において定められたものである必要がある。 

 道路の整備に関する基本計画は、公社法に基づき定款をもって規定され、設立団体である愛知県及び名古

屋市の議会の議決並びに道路管理者である愛知県及び名古屋市の同意を得た後、国土交通大臣の認可

を受け決定される。 

 具体的な道路構造を検討し、事業費、事業期間等を定める整備計画は、特措法に基づき国土交通大臣に

整備計画を定めた申請書を提出し、許可を受ける必要がある。なお、申請にあたっては道路管理者である愛

知県及び名古屋市の議会の議決を経て、道路管理者の同意を得ることが必要である。 

■高速道路の修繕 

 最初の開通から 45 年以上が経過することから、適切な対策を実施しなければ、構造物の損傷の増加が懸

念される。公社では、これまで「インフラ長寿命化計画」や「大規模修繕計画」を策定し、長期的な安全性の

確保を図ってきた。これらの計画に基づいて点検や修繕を計画的、かつ確実に実施している。また、この点検

結果等を用いて構造物の健全度を診断し、維持・修繕等の措置を適切に行い、それらを記録・保存して、次

回の点検や修繕の計画立案につなげることで、維持管理サイクルの着実な実施に努めている。 
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(3) 評価・選定の判断を行う際のプロセス 

 新規事業採択にあたっては、国土交通省において新規事業採択時評価実施要領に基づき、投資効率・費

用対便益・事業の影響等を評価し、都道府県・政令指定都市や学識者等の意見を踏まえて事業採択され

る。 

 事業採択後においては、国が定める評価要領に基づき、公社の設置する事業評価監視委員会にて再評価

及び事後評価を実施し、事業の継続や中止、環境の影響を踏まえた必要措置等を判断している。 

 

(4) 環境・社会リスクの特定・緩和・管理に関するプロセス 

 工事の実施にあたっては、できるだけ騒音や振動の少ない機種及び工法を採用し、騒音規制法、振動規制

法及び県民の生活環境の保全等に関する条例等における建設工事に関する法的規制を遵守する。工事中

の安全対策については、歩行者等の安全に十分留意し、要所には交通誘導員を配して、事故の防止に努め

る。 

 沿道の快適な生活環境を保つことを目的として、遮音壁の設置、高機能舗装の敷設、高架裏面吸音板の設

置、エコドライブ推進のための広報といった沿道環境への対策を実施している。 

  



セカンドオピニオン 

 

 8/11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 [出所：国土交通省及び公社開示資料より R&I が作成] 

  

■高速道路事業の事業プロセス概略 

   主体         事業の流れ             各段階における評価等 

国・県・市 

点検 

新規事業採択時評価 

（国による） 

環境影響評価 

（地方自治体による） 

再評価 

事後評価 

整備計画 

都市計画 

（地方自治体による） 

事業着手 

供用開始 

修繕等管理 

基本計画 
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4. 調達資金の管理 

調達資金をソーシャルプロジェクトに充当するための追跡管理の方法、未充当資金の運用方法が示されている。

調達資金の管理は適切である。 

 調達資金は公社法に基づきその他事業から区分された道路建設等事業に充当される。公社総務部総務課

の会計システムを用いて適切に管理される。調達資金は発行から１年以内に充当する予定。 

 調達資金が充当されるまでの間、調達資金は現金又は現金同等物及び定款に定める方法（国債、地方債

その他国土交通大臣の指定する有価証券、銀行その他国土交通大臣の指定する金融機関への預金等）に

限定した運用にて管理する旨を、ソーシャルボンド発行時は債券内容説明書等の書類で、ソーシャルローン

調達時はローン契約書等で開示する。 

 資金の充当状況を含む財務諸表及び決算報告書は、監事による監査を経て愛知県知事及び名古屋市長

に提出される。 

 

5. レポーティング 

開示（報告）のタイミング、方法、開示（報告）事項が示されている。社会的効果に係る指標は社会面での目標

に整合している。レポーティングは適切である。 

(1) 開示の概要 

 対象事業の進捗状況や資金充当状況は、公社のウェブサイトで公開する。その他、公社業務全般や財務状

況についても、公社ウェブサイトで公開している。 

 調達資金の充当状況については、調達資金の全額が事業に充当されるまでの間、充当された金額及び未

充当の金額等を当公社ウェブサイト上にて、年次で開示する。充当された金額についてはリファイナンスとして

充当された比率についても開示する。 

 調達資金が全額充当された後において、充当状況に重要な変化がある場合は、必要に応じて公社ウェブサ

イトにて開示される予定である。 

(2) 社会的な効果に係る指標 

∙ 高速道路事業に係る社会改善効果、進捗状況や開通予定情報、大規模修繕等に係る進捗状況のアウトプ

ット・アウトカム等に係る情報を公社ウェブサイトにて公開する。公社を取り巻く社会的課題の解決（インパクト）

の進捗を測る上で適切な指標であり、社会的な目標に整合している。詳細は下表のとおり。 

 

公社を取り巻く 

社会的課題 

レポーティング内容 

アウトプット アウトカム インパクト 

 安全・安心に

対 す る 社 会

■ 大規模修繕計画 

– 大規模修繕工事の実施状況 

■ 構造物の 5 年

以内の補修等

高速道路機能の維持（長期的

な構造物の健全性の確保） 
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∙ なお、事業の状況に関して、公社の運営に関する重要事項を報告し、事業の適正かつ能率的な推進を図る

ため、1970 年度から名古屋高速道路公社運営会議を設置している。 

https://www.nagoya-expressway.or.jp/kosya/annai/uneikaigi/ 

 

 

以 上 

的要請 

 お客様ニーズ

の高度化・多

様化 

■ 維持管理等の進捗状況 

– 構造物の維持管理に向けた取り

組み 

■ 雪氷対策 

措置率 

■ 死傷事故率 

■ 渋滞量 

■ 新技術の導入 

 ■ 事故対策の取り組み 交通安全確保 

（交通事故・死亡事故の削減、

逆走・誤進入による事故の防

止） 

■ 渋滞対策実施箇所 快適走行性の向上 

（渋滞緩和・ドライバーのストレス

ゼロ） 

 経 済 活 動 の

広域化・交流

人口拡大 

 日 本 中 央 回

廊の形成 

 

■ 新規建設・改良工事の進捗状

況 

– 開通一覧 

– 路線名・整備計画図 

利便性向上及び地域活性化 

（移動時間の最小化・渋滞緩

和・交流圏の拡大） 

■ 自動運転の実現に向けた実証

実験件数 

■ 新技術の導入 

利便性向上及び地域活性化 

（自動運転技術による輸送効率

の改善、AI、ICT の活用による建

設・維持管理の効率化と技術

者不足への対応） 
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